



Mayor Liability and City Measures in Kunitachi Condominium Case
Moe MAEDA
Abstract
According to State Radress Act Article 1 section 2, city of Kunitachi filed a suit against their former Mayor. She 
have developed measures to prevent the construction of a huge condominium along a beautiful street in the city, 
but the Supreme Court judged the city measures which she led unlawful and the city had to make reparation to 
the condominium owner company. This paper discusses whether the former Mayor should be liable for the scenic 
preservation policy which many residents in the city and its council have cooperated with. Focusing on the scrutiny 
of the unlawfulness of her individual conducts, this paper analyses two decisions of Kunitachi Condominium Case. This 
paper shows two points for understanding the decisions. First, it is focused on her duties of Mayor as a “politician”. 
Second, her conducts should be considered into two types. The High Court decided that one of conducts (called the 
second conduct) which connected to enact the ordinance to protect structuring condominiums were lawful, because they 
were enacted by council through democratic process. However, the conducts (called the first, third, and forth conduct) to 
urge connected people and authorities were tort. The court concluded that she was liable for full reparation in which the 
city had repair the company. This paper agrees with the court decisions about second conduct. but, questions why the 
other conducts were tort. They were usual political activities and did not seem to interfere with business directly. Lastly, 




























あった U（在職：平成 11 年 5 月～ 19 年 4 月）が、C 訴
訟で国家賠償法上違法とされた一連の行政施策の責任を

















































訴訟 ①地裁 ②高裁 ③最高裁
A 建物撤去請求の民事訴訟
周辺住民 vs M
東京地判平成 14 年 12 月 18 日
（判時 1829 号 36 頁）
東京高判平成 16 年 10 月 27 日
（判時 1877 号 40 頁）
※原告敗訴
最小一判平成 18 年 3 月 30 日




東京地判平成 13 年 12 月 4 日
（判時 1791 号 3 頁）
東京高判平成 14 年 6 月 7 日




東京地判平成 14 年 2 月 14 日
（判時 1808 号 31 頁）
東京高判平成 17 年 12 月 19 日
（判時 1927 号 27 頁）




住民 vs 市（U 補助参加）
東京地裁平成 22 年 12 月 22 日




東京地判平成 26 年 9 月 25 日
（判自 399 号 19 頁）
東京高判平成 27 年 12 月 22 日
（判自 405 号 18 頁）
































まず E 訴訟の前提となる C 訴訟、D 訴訟について、関
連する点を整理した上で、E 訴訟に至る経過を確認する。
（1）C訴訟
M は、当時の国立市長 U によって営業活動を妨害さ
れ、信用が毀損されたことなどにより損害を被ったとし














附として受け取ることを決定した。市は平成 20 年 5 月










国立市の住民が、U による M に対する営業妨害行為
及び信用毀損行為は、故意又は重大な過失によるもので
あって、国立市は M に本件損害賠償金を支払ったこと
により、元市長である U に対して国家賠償法 1 条 2 項
に基づく求償権を有するところ、U の後を継いだ国立市
長 A（在職：平成 19 年 5 月～ 23 年 4 月）がこれを行使
していないのは違法に財産の管理を怠る事実に該当する
として、地方自治法 242 条の 2 第 1 項 4 号に基づき、A
を被告として本件求償権行使を求める住民訴訟を提起し
た。
この訴訟において、U は、地方自治法 242 条の 2 第 7
項による訴訟告知を受け、11 月 9 日、被告である A に
補助参加したものの、平成 22 年 12 月 22 日、A に対し、
国立市に求償金 3,123 万 9,726 円及びこれに対する遅延
損害金の支払いを命じる D- ①判決が言い渡された。
A は、平成 23 年 1 月 5 日東京高裁に控訴し、U も引
き続き補助参加した。しかし、控訴審口頭弁論終結後の
平成 23 年 5 月 30 日、新たに選出された国立市長 B（在
職：平成 23 年 5 月～ 28 年 11 月）がこの控訴を取り下
げたため、D- ①判決が確定した。
（3）E訴訟





地方自治法 242 条の 3 第 2 項に基づき、求償金 3,123 万
9,726 円及びこれに対する遅延損害金の支払いを求めて
提訴した。
提訴後、国立市議会の平成 25 年 12 月の第 4 回定例会
において、地方自治法 96 条 1 項 10 号の規定に基づき、
原告国立市の U に対する本件求償権を放棄する旨の議
案が出され、同月 19 日、可決された。なおこのとき、
B は本件放棄議決に対し、地方自治法 176 条 1 項又は 4
項に基づく再議に付すことはしなかった。









B を支持する 3 名の議員から、平成 27 年 5 月 19 日の平







のの、平成 28 年 12 月 13 日に上告は退けられて E- ②
判決が確定した。
－ 62 －








H11.8.19. U、新指導要綱に基づく事前協議を行うとの文書を送付〔第 2 行為②〕
H11.8.24. M、近隣住民に「近隣説明書」配布
H11.8.27. M、景観形成条例に基づき、市に地上 53m・18 階建てマンションの建築計画を提出。
H11.9.22. 「考える会」、50,479 名の署名とともに建築見直しの陳情を議会に提出→採択。
H11.10.8. ～ 市　景観形成条例に基づく大規模行為景観形成基準に従い、行政指導。〔第 2 行為②〕
H11.11. M、最初の住民説明会開催。計画を 18 階建てから 14 階建てに変更しこれ以上の計画変更を拒否。
H11.11.24.-12.15. 「中三丁目地区地区計画」を公告・縦覧。〔第 2 行為①〕
H11.12.3. M、東京都建築主事に建築確認申請。
H11.12.13. U、M に対して景観条例・開発指導要綱による市の指導が終わっていないことを理由に、建築確認申請取りやめを要請。




H12.1.24. 「国立都市計画中 3 丁目地区地区計画」告示〔第 2 行為①〕
H12.1.31. 市議会臨時会で、「中三丁目地区地区計画条例」可決〔第 2 行為①〕




H12.12.27. U、建築指導事務所長に対し平成 12 年東京高裁決定を尊重した指導要請〔第 4 行為②〕
H13.3.6. U、市議会定例会における答弁で、平成 12 年東京高裁決定を引用して答弁〔第 3 行為〕
H13.7.10. 東京都知事に対し、本件建物へのライフライン供給留保を要請〔第 4 行為③〕
H13.12.4. B- ①判決








H20.3.11. C- ③決定・市の上告棄却。→ C- ②判決確定。
H20.3.27.　 国立市、M に対する損害賠償金 2,500 万円・遅延損害金を支払う。
H20.5.16.  M、国立市に対し損害賠償額と訴訟費用額との合計額と同額の 3,123 万 9,726 円を寄附。
H20.6.19. 国立市議会、M に対する訴訟費用に関する請求を放棄する議決。
H22.12.22.　 D- ①判決・住民勝訴。（U、国立市長 A に補助参加）
H23.1.5. 　 A、控訴。（U は引き続き補助参加）
H23.4.　 市長選挙で A 敗北・B が市長に就任。




H27.4.26. 国立市長選挙で B 再選、市議会選挙で、B 派が多数を占める。
H27.5.19. 国立市議会債権行使議決（放棄議決への反対意思の表明・市長に求償権行使を要請）
H27.12.22. E- ②判決・市勝訴。





E 訴訟の主たる争点は、前段の D 訴訟における U の
参加的効力の有無、市の U に対する求償権行使の可否






後者について、U の M に対する違法行為の有無、②















































































































る。ただ、第 2 行為②については M の建設着工には結
果的に影響はなかったといえる。しかし、第 1 行為、第













あり、U が M の受ける損害に対してあまり考慮した形




（3）M 社の損害について、第 1 行為、第 3 行為及び第 4
行為によって、M 社の顧客がマンション購入に消極的
になるなどの影響を与え、これにより M 社の信用が毀






相当な損害額をそれぞれ 1,500 万円、1,000 万円と認め
るのが相当である。


























































まず、U の 4 つの行為の違法性評価について検討する。
C- ②判決 13、D- ①判決では、U の 4 つの行為について、
全体的に観察すれば、M の建築・販売という営業活動
を妨害し、その形態は普通地方公共団体の長として要請
される中立性・公平性を逸脱し（特に第 1 行為及び第 4
行為）、急激かつ強引な行政施策の変更であり（特に第
2 行為）、異例かつ執拗な目的達成行為である（特に第 1




























を選挙公約の柱の 1 つに掲げて平成 11 年 4 月の市長選
に当選した。そして、U が何らかの私的な利益を得た
－ 66 －






























































































































































































































3 億 4,100 万円の賠償を命じた（広島高判平成 13 年 5 月








は認められないとした（最小一判平成 17 年 11 月 10 日 

























る E 訴訟の理解には、次の 2 点が重要と思われる。第 1
に、長の一般職の公務員と異なる、政治家としての側面
が注目された。第 2 に、そのことにより、C 訴訟で M
と市との間で問題となった U の個別的行為は、議会の
決定に関わる第 2 行為と、そこで確認された景観保持政
























E- ②判決は、第 1、3、4 行為の不法行為の認定につ












いて、E- ②判決が U の職務上の義務違反を認めなかっ
たことは小さくない。第 2 行為は求償権の発生という論
点についても検討されるべきであった。





















②判決で市が負った M に対する賠償責任はそのまま U
個人の責任となった。
－ 70 －
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1  嘉藤亮「元市長に対する求償金請求控訴事件：国立求償事件」












方行政判例解説〉」判例地方自治 408 号 85 頁（2016 年）。
3  求償権行使は、現実的には「極めて稀」な状況であるという。
西楚章『国家賠償法コメンタール』630 頁（勁草書房、2012 年）






5  長の責任を国賠法 1 条 2 項の求償権行使によって追及するこ
との法的問題点に焦点を当てて論じたものとして、本件訴訟
の被告弁護団側意見書を基にした西埜章「住民訴訟を通じて







くり、住宅セーフティネットと法』201 頁（第一法規、2017 年） 
212 頁。引用の際、元市長については本稿の記述に合わせて
U とした。以下の引用でも同じ。
7  同上、217 頁。
8  白藤博行「国立マンション求償金住民訴訟判決の意義と論点」
『住民と自治』2014 年 12 月号 26 頁、27 頁。
9  参照、日置雅晴「住民訴訟と議会・首長を巡る法的な問題」
五十嵐敬喜・上原公子編著『国立景観訴訟：自治が裁かれる』





れる』10 頁（公人の友社、2012 年）42 頁以下。
10 E- ②判決を参照。









































「国立市事件控訴審判決について」自治研究 92 巻 12 号 47 頁
（2016 年）69-71 頁。
23 安藤・同上 71 頁。












143 頁『地方自治判例百選（第 4 版）』別冊ジュリスト 215
号 142 頁。また、佐伯祐二「第三セクターに対する補助金交












（住民訴訟請求事件）」判例自治 346 号 97 頁、100 頁。
33 白藤・前掲注（8）。
34 板垣・前掲注（6）247 頁。また、E- ①判決についても「U
が特定の企業を狙い撃ちにしたことを否定している部分に賛
成できない」とする。同・243 頁。









事件」（一）（二）自治研究 91 巻 12 号 30 頁、92 巻 2 号 52
頁（2015 年、2016 年）
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方自治判例百選（第 4 版）』別冊ジュリスト 215 号 142 頁
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民訴訟）請求事件（国立市）」判例地方自治 352 号 17 頁（2012
年）
佐伯祐二「第三セクターに対する補助金交付の適法性」民商法
雑誌 134 巻 4・5 号 705 頁（2006 年）
清水晶紀「国立市がマンション事業者に支払った損害賠償金に
つき、元市長に対する市の求償請求が認容された事例」新・
判例解説 Wacth（法学セミナー）19 号 305 頁
白藤博行「国立マンション求償金住民訴訟判決の意義と論点」
『住民と自治』2014 年 12 月号 26 頁
西埜章『国家賠償法コメンタール』（勁草書房、2012 年）
--. 「住民訴訟を通じての求償権の行使」明治大学法科大学院論
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